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- 1 -
（様式１）
令和　　年　　月　　日

要求水準書関係資料　貸与申込書

奈良県知事　山下　真　　殿

	所在地又は住所
	商号又は名称
	代表者職氏名	印

「まほろば健康パーク整備運営事業」の要求水準書の関係資料について、貸与を申し込みます。

	貸与資料
	まほろば健康パーク整備運営事業　要求水準書　関係資料３、４、７、９

	貸与期間
	令和　　年　　月　　日（　）　～　令和８年４月●日（●）



貸与にあたり、次のとおり誓約します。

第１（利用の目的）
１　当社は、まほろば健康パーク整備運営事業（以下「本事業」という。）の参加を検討する目的（以下「本目的」という。）のためにのみ、資料の貸与を受けるものであり、本目的以外に利用しません。
２　当社は、本申込書に記載の誓約事項と同一の守秘義務等の履行を奈良県に対して誓約した場合に限り、本目的を達するために必要な範囲及び方法で、当社の代理人、補助者その他の者に対し、資料の全部又は一部を開示することができるものとします。

第２（秘密の保持）
当社は、開示を受けた資料を秘密として保持するものとし、前項に定める場合のほか、第三者に対し開示しません。

第３（期間）
前項までに定める秘密の保持は、本事業終了後も存続するものとします。

第４（資料の返却）
受領した資料は、定められた貸与期限までに奈良県に返却します。


（様式２）
[image: ]様式見本。別途、奈良県ホームページからExcelファイルをダウンロードして入力してください。



（様式３-１）
令和　　年　　月　　日

募集要項等に関する個別対話参加申込書

奈良県知事　山下　真　　殿

「まほろば健康パーク整備運営事業」の募集要項等に関する個別対話への参加を申し込みます。

	グループ名
	
	担当者名
	

	担当者連絡先
	住所　　　：
所属　　　：
電話番号　：
電子メール：

	参加予定人数
	


※個別対話の窓口となる企業名、担当者名、担当者連絡先を記載してください。

	No
	参加者氏名
	所属

	１
	
	

	２
	
	

	３
	
	

	４
	
	

	５
	
	

	６
	
	

	７
	
	

	８
	
	

	９
	
	

	10
	
	

	11
	
	

	12
	
	

	13
	
	

	14
	
	

	15
	
	


※実施会場の都合上、参加人数は1グループにつき15名までとします。


（様式３-２）
令和　　年　　月　　日

募集要項等に関する個別対話確認事項

奈良県知事　山下　真　　殿

「まほろば健康パーク整備運営事業」の募集要項等に関する個別対話における確認事項は以下のとおりです。
	No
	対話項目
	対話内容（質問事項等）

	
	
	





	
	
	





	
	
	





	
	
	





	
	
	






※個別対話において確認したい事項を記載してください。


（様式４）





まほろば健康パーク整備運営事業







参加資格審査書類


（様式５）
令和　　年　　月　　日

参加表明書

奈良県知事　山下　真　　殿

	［　　　　　］グループの代表構成企業
	所在地又は住所
	商号又は名称
	代表者職氏名	印

令和８年３月25日に公表された「まほろば健康パーク整備運営事業」に係る公募型プロポーザルに、様式６の構成員からなる［　　　　　］グループとして参加することを表明します。
なお、どの構成員も他のグループの構成員として「まほろば健康パーク整備運営事業」のプロポーザルに参加しないことを誓約します。











※代表構成企業が全ての手続を行ってください。

（様式６）
グループ構成員一覧

［　　　　　］グループ
	代表構成企業
	所在地又は住所
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者職氏名
	

	構成企業
	所在地又は住所
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者職氏名
	

	構成企業
	所在地又は住所
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者職氏名
	

	協力企業
	所在地又は住所
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者職氏名
	

	協力企業
	所在地又は住所
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者職氏名
	


※行が不足する場合は、適宜追加してください。複数ページにわたっても可とします。

（様式７）
グループ構成員連絡先一覧

［　　　　　］グループ
	代表構成企業
	商号又は名称
	

	
	担当者名
	

	
	所属
	

	
	所在地又は住所
	

	
	電話番号
	

	
	電子メール
	

	構成企業
	商号又は名称
	

	
	担当者名
	

	
	所属
	

	
	所在地又は住所
	

	
	電話番号
	

	
	電子メール
	

	構成企業
	商号又は名称
	

	
	担当者名
	

	
	所属
	

	
	所在地又は住所
	

	
	電話番号
	

	
	電子メール
	

	協力企業
	商号又は名称
	

	
	担当者名
	

	
	所属
	

	
	所在地又は住所
	

	
	電話番号
	

	
	電子メール
	

	協力企業
	商号又は名称
	

	
	担当者名
	

	
	所属
	

	
	所在地又は住所
	

	
	電話番号
	

	
	電子メール
	


※行が不足する場合は、適宜追加してください。複数ページにわたっても可とします。

（様式８）
令和　　年　　月　　日

委任状

奈良県知事　山下　真　　殿

	［　　　　　］グループの構成員
	所在地又は住所
	商号又は名称
	代表者職氏名	印

［　　　　　］グループの構成員である私は、（　　　　　　　　　　　）を代表構成企業と定め、下記の権限を委任します。

記

委任事項	１．下記事業に関するプロポーザルの参加表明について
	２．下記事業に関するプロポーザルの参加資格申請について
	３．下記事業に関するプロポーザルの辞退について
	４．下記事業に関する提案書の提出について

件名	まほろば健康パーク整備運営事業






※参加グループの構成員ごとに提出してください。

（様式９）
令和　　年　　月　　日

参加資格申請書

奈良県知事　山下　真　　殿

	［　　　　　］グループの代表構成企業
	所在地又は住所
	商号又は名称
	代表者職氏名	印

令和８年３月25日付けに公表された「まほろば健康パーク整備運営事業」に係る参加資格の確認を以下の書類を添えて申請します。
なお、募集要項「3.3.参加者の備えるべき参加資格要件」に掲げられている事項を満たしていること及び本申請書の添付書類の記述事項が事実と相違ないことを誓約します。
	区分
	添付書類
	様式

	全体
	事業実施体制
	様式10

	運営企業
	奈良県物品購入等競争入札参加資格の営業種目「Ｑ５広告・イベント業務」又は「Ｑ７諸サービス」に登録されていることを証する書類
	－

	
	参加表明書の受付締切日から起算して過去20年以内に、子どもの遊びの支援を目的とした遊具等を有する施設の運営業務を２年以上実施した実績（屋内施設の場合は建物の延床面積、屋外施設の場合は対象区域の面積が500㎡以上の施設に限る）を有すること証する書類
	様式11

	
	様式11に記載した実績を証する書類（契約書、仕様書等の実績を証明できる書類の写し、施設概要の分かる資料等）
	－

	
	参加表明書の受付締切日から起算して過去20年以内に、競技用プールの運営業務を２年以上実施した実績を有すること証する書類
	様式12

	
	様式12に記載した実績を証する書類（契約書、仕様書等の実績を証明できる書類の写し、施設概要の分かる資料等）
	－

	
	参加表明書の受付締切日から起算して過去20年以内に、テニスコートの運営業務を２年以上実施した実績を有すること証する書類
	様式13

	
	様式13に記載した実績を証する書類（契約書、仕様書等の実績を証明できる書類の写し、施設概要の分かる資料等）
	－




	区分
	添付書類
	様式

	維持管理
企業
	奈良県物品購入等競争入札参加資格の営業種目「Ｑ１建物管理」又は「Ｑ７諸サービス」に登録されていることを証する書類
	－

	
	参加表明書の受付締切日から起算して過去20年以内に、国（公社、公団及び独立行政法人を含む。）又は地方公共団体が発注した、都市計画法施行規則第７条第５号に規定する種別の公園（街区公園を除く。）の維持管理業務を元請として２年以上実施した実績を有することを証する書類
	様式13

	
	様式14に記載した実績を証する書類（契約書、仕様書等の実績を証明できる書類の写し、施設概要の分かる資料等）
	－

	
	参加表明書の受付締切日から起算して過去20年以内に、プール（用途、種別は問わない。）の維持管理業務を２年以上実施した実績を有することを証する書類
	様式15

	
	様式15に記載した実績を証する書類（契約書、仕様書等の実績を証明できる書類の写し、施設概要の分かる資料等）
	－

	
	参加表明書の受付締切日から起算して過去20年以内に、テニスコートの維持管理業務を２年以上実施した実績を有することを証する書類
	様式16

	
	様式16に記載した実績を証する書類（契約書、仕様書等の実績を証明できる書類の写し、施設概要の分かる資料等）
	－

	その他
企業
	奈良県建設工事等競争入札参加資格又は奈良県物品購入等競争入札参加資格に登録されていることを証する書類
	－


※様式が定められていない書類については、上表の順に添付してください。（例えば、「様式10」の後は、「奈良県物品購入等競争入札参加資格の営業種目「Ｑ５広告・イベント業務」又は「Ｑ７諸サービス」に登録されていることを証する書類」、「様式11」、「様式11に記載した実績を証する書類（契約書、仕様書等の実績を証明できる書類の写し、施設概要の分かる資料等）」の順となる。）


（様式10）
令和　　年　　月　　日

事業実施体制

参加グループ構成員・設立する特別目的会社・金融機関、本事業に関係する各種主体それぞれの役割や相互関係が把握できるように事業実施体制を記入してください。

［　　　　　］グループ
	本事業における役割
（維持管理、運営など）
	企業名
	グループ内の位置づけ
（構成企業、協力企業など）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※行が不足する場合は、適宜追加してください。

	





















※本様式１枚で記入してください。

（様式11）
運営企業実績①
	業務に当たる企業名
	

	グループ内の位置づけ
（いずれかを囲むこと）
	代表構成企業　　　グループの構成企業　　　グループの協力企業

	業務名等
	業務名
	

	
	発注者
	

	
	業務実施場所
	

	
	契約金額
	

	
	委託期間
	

	業務概要
	施設用途
	

	
	施設名称
	

	
	業務内容
	
































※記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加してください。

（様式12）
運営企業実績②
	業務に当たる企業名
	

	グループ内の位置づけ
（いずれかを囲むこと）
	代表構成企業　　　グループの構成企業　　　グループの協力企業

	業務名等
	業務名
	

	
	発注者
	

	
	業務実施場所
	

	
	契約金額
	

	
	委託期間
	

	業務概要
	施設用途
	

	
	施設名称
	

	
	業務内容
	
































※記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加してください。

（様式13）
運営企業実績③
	業務に当たる企業名
	

	グループ内の位置づけ
（いずれかを囲むこと）
	代表構成企業　　　グループの構成企業　　　グループの協力企業

	業務名等
	業務名
	

	
	発注者
	

	
	業務実施場所
	

	
	契約金額
	

	
	委託期間
	

	業務概要
	施設用途
	

	
	施設名称
	

	
	業務内容
	
































※記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加してください。

（様式14）
維持管理企業実績①
	業務に当たる企業名
	

	グループ内の位置づけ
（いずれかを囲むこと）
	代表構成企業　　　グループの構成企業　　　グループの協力企業

	業務名等
	業務名
	

	
	発注者
	

	
	業務実施場所
	

	
	契約金額
	

	
	委託期間
	

	業務概要
	施設用途
	

	
	施設名称
	

	
	業務内容
	
































※記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加してください。

（様式15）
維持管理企業実績②
	業務に当たる企業名
	

	グループ内の位置づけ
（いずれかを囲むこと）
	代表構成企業　　　グループの構成企業　　　グループの協力企業

	業務名等
	業務名
	

	
	発注者
	

	
	業務実施場所
	

	
	契約金額
	

	
	委託期間
	

	業務概要
	施設用途
	

	
	施設名称
	

	
	業務内容
	
































※記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加してください。

（様式16）
維持管理企業実績③
	業務に当たる企業名
	

	グループ内の位置づけ
（いずれかを囲むこと）
	代表構成企業　　　グループの構成企業　　　グループの協力企業

	業務名等
	業務名
	

	
	発注者
	

	
	業務実施場所
	

	
	契約金額
	

	
	委託期間
	

	業務概要
	施設用途
	

	
	施設名称
	

	
	業務内容
	
































※記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加してください。

（様式17）
令和　　年　　月　　日

参加資格がないとされた理由の説明要求書

奈良県知事　山下　真　　殿

	［　　　　　　］グループの代表構成企業
	所在地又は住所
	商号又は名称
	代表者職氏名	印

「まほろば健康パーク整備運営事業」における参加資格がないと判断された理由について、説明を求めます。


（様式18）
令和　　年　　月　　日

参加グループの構成員変更届

奈良県知事　山下　真　　殿

	［　　　　　　］グループの代表構成企業
	所在地又は住所
	商号又は名称
	代表者職氏名	印

令和８年３月25日に公表された「まほろば健康パーク整備運営事業」について、参加資格申請書類を提出しましたが、構成員を変更したいため、参加グループの構成員変更届を提出します。
なお、募集要項に定められた参加資格要件等を満たしていること、及び本届の添付書類等の記載事項について事実と相違ないことを誓約します。

	新構成員
	所在地又は住所
商号又は名称
代表者職氏名	印

	旧構成員
	所在地又は住所
商号又は名称
代表者職氏名	印



	■変更理由







※記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加してください。

（様式19）
令和　　年　　月　　日

辞退届

奈良県知事　山下　真　　殿

	［　　　　　　］グループの代表構成企業
	所在地又は住所
	商号又は名称
	代表者職氏名	印

「まほろば健康パーク整備運営事業」に係る参加資格審査書類を提出しましたが、都合により参加を辞退します。


（様式20）
令和　　年　　月　　日

提案書提出書

奈良県知事　山下　真　　殿

	［　　　　　　］グループの代表構成企業
	所在地又は住所
	商号又は名称
	代表者職氏名

「まほろば健康パーク整備運営事業」の提案書を提出します。
なお、提出書類の記載事項及び添付書類について、事実と相違ないことを誓約します。


（様式21）
令和　　年　　月　　日

要求水準に関する誓約書

奈良県知事　山下　真　　殿

	［　　　　　　］グループの代表構成企業
	所在地又は住所
	商号又は名称
	代表者職氏名

令和８年３月25日に公表された「まほろば健康パーク整備運営事業」の公募型プロポーザルに対する提案書に関する提出書類一式をもって、「要求水準書」に規定された要求水準を達成することを誓約します。




（様式22）
	要求水準チェックリスト

	A3判 枚数適宜

	◆ 様式22（Excel）を参照してください。
なお、本様式はExcel様式のみの提出で可とします。




（様式22）
	要求水準チェックリスト

	A3判 枚数適宜

	[image: ]様式見本。別途、奈良県ホームページからExcelファイルをダウンロードして入力してください。




（様式23）

まほろば健康パーク整備運営事業
事業提案書（表紙・目次）

１．事業計画に関する提案	　頁 / 総頁
（1）事業実施方針等
（2）リスク管理
（3）収支計画の確実性・安定性
（4）地域への貢献
２．運営に関する提案	　頁 / 総頁
（1）運営業務実施方針
（2）公園全体のインクルーシブな空間の実現
（3）プレーリーダー等の配置・育成計画
（4）すべての人（来園者等）の安全管理
（5）自主提案事業
３．維持管理に関する提案	　頁 / 総頁
（1）維持管理業務実施方針
（2）公園全体の施設管理方針



　受付番号：

（様式24-1）
	１．事業計画に関する提案

	（1）事業実施方針等（A4判 2枚以内）

	◆ 事業実施方針等に関する考え方を記載してください。
なお、以下に示す内容は必ず提案してください。（提案書の記載も①②③の順とすること）
また、提案した事項について、可能な限り提案理由を記載してください。

①本事業の基本理念を実現するための事業実施方針および実施体制について
②事業実施による成果指標の設定と達成に向けたロードマップについて
③各業務の品質を継続的に確保・改善し、さらに高度化するためのモニタリング等の取組について
















※本様式を含む事業提案書各様式共通事項
・事業提案書において、他の事業提案書で提案した内容の参照が必要な提案がある場合は、参照が必要な事業提案書の参照箇所等を明記すること。




（様式24-2）
	１．事業計画に関する提案

	（2）リスク管理（A4判 2枚以内）

	◆ リスク管理に関する考え方を記載してください。
なお、以下に示す内容は必ず提案してください。
また、提案した事項について、可能な限り提案理由を記載してください。

・本事業に付随するリスク分析、未然防止策、発生時の対応策について




（様式24-3①）
	１．事業計画に関する提案

	（3）収支計画の確実性・安定性①（A4判 1枚以内）

	◆ 収支計画の確実性・安定性に関する考え方を記載してください。
なお、以下に示す内容は必ず提案してください。
また、提案した事項について、可能な限り提案理由を記載してください。

・毎年度の収支計画の確実性と安定性について




（様式24-3②）
	１．事業計画に関する提案

	（3）収支計画の確実性・安定性②（A3判 枚数適宜）

	◆ 収支計画書を作成してください。
様式は様式24-3②（Excel）を参照してください。Excel様式のみの提出で可とします。




（様式24-3②）
	１．事業計画に関する提案

	（3）収支計画の確実性・安定性②（A3判 枚数適宜）

	[image: ]様式見本。別途、奈良県ホームページからExcelファイルをダウンロードして入力してください。



	／





（様式24-3③）
	１．事業計画に関する提案

	（3）収支計画の確実性・安定性③（A3判 枚数適宜）

	◆ 利用料金等を提案してください。
様式は様式24-3③（Excel）を参照してください。Excel様式のみの提出で可とします。

※県は、事業者選定後、事業者との協議により適正な利用料金を決定し、奈良県都市公園条例の改正に係る県議会の承認を得た後、利用料金を設定（改正）する予定である。そのため、本様式で提案した利用料金設定が必ずしもそのまま実現するものではないことに留意すること。



（様式24-3③）
	１．事業計画に関する提案

	（3）収支計画の確実性・安定性③（A3判 枚数適宜）

	[image: ]様式見本。別途、奈良県ホームページからExcelファイルをダウンロードして入力してください。




（様式24-3④）
	１．事業計画に関する提案

	（3）収支計画の確実性・安定性④（A3判 枚数適宜）

	◆ 想定利用人数及び金額を提案してください。
様式は様式24-3④（Excel）を参照してください。Excel様式のみの提出で可とします。




（様式24-3④）
	１．事業計画に関する提案

	（3）収支計画の確実性・安定性④（A3判 枚数適宜）

	[image: ]様式見本。別途、奈良県ホームページからExcelファイルをダウンロードして入力してください。




（様式24-4）
	１．事業計画に関する提案

	（4）地域への貢献（A4判 2枚以内）

	◆ 収支計画の確実性・安定性に関する考え方を記載してください。
なお、以下に示す内容は必ず提案してください。（提案書の記載も①②の順とすること）
また、提案した事項について、可能な限り提案理由を記載してください。

①地域団体（県民・利用者が自ら主体的に本公園の管理運営に参与する団体）等の活用やモニタリングの方策について
②積極的な県民の雇用、人材育成やモチベーションの維持・向上策について




（様式25-1）
	２．運営に関する提案

	（1）運営業務実施方針（A4判 1枚以内）

	◆ 運営業務の実施方針として、以下の内容・項目について簡潔かつ具体的に記述してください。

①運営業務遂行の基本方針
②運営業務の実施体制（実施体制図及び通常時・緊急時の対応（連絡体制・連絡方法・対処方法等））
※実施体制図については、各業務の配置人数（社員・パート別）を実人数及び常勤換算人数で表記してください。なお、常勤換算人数を算出するにあたっての常勤が勤務すべき時間数は、週40時間としてください。
③運営業務担当者の配置（下表を参考とし適宜記入してください。）
	役職
	人数
	資格及び経験

	統括責任者
	
	

	運営業務責任者
	
	

	業務担当者（　分野名　）
	
	

	　　〃　　（　　　　　）
	
	

	　　〃　　（　　　　　）
	
	

	　　〃　　（　　　　　）
	
	

	　　〃　　（　　　　　）
	
	







（様式25-2）
	２．運営に関する提案

	（2）公園全体のインクルーシブな空間の実現（A4判 2枚以内）

	◆ 公園全体のインクルーシブな空間の実現に関する考え方を記載してください。
なお、以下に示す内容は必ず提案してください。
また、提案した事項について、可能な限り提案理由を記載してください。

・既存施設を含む公園全体がインクルーシブな空間として、子どもが挑戦や探求を通じて自己効力感や達成感を育むための工夫等について




（様式25-3）
	２．運営に関する提案

	（3）プレーリーダー等の配置・育成計画（A4判 2枚以内）

	◆ プレーリーダー等の配置・育成計画に関する考え方を記載してください。
なお、以下に示す内容は必ず提案してください。（提案書の記載も①②の順とすること）
また、提案した事項について、可能な限り提案理由を記載してください。

①子どもが主体的な遊びを通じ、多様な他者との関係性（繋がり）を学ぶことを促進する、資格や業務経験を有するプレーリーダーの配置計画について
②子どもがさまざまな物事に興味・関心を持てるよう、多様なプレーリーダーを育成できるシステムについて




（様式25-4）
	２．運営に関する提案

	（4）すべての人（来園者等）の安全管理（A4判 1枚以内）

	◆ すべての人（来園者等）の安全管理に関する考え方を記載してください。
なお、以下に示す内容は必ず提案してください。
また、提案した事項について、可能な限り提案理由を記載してください。

・平時、緊急時・非常時の双方において安全安心な環境を確保するための方策について




（様式25-5）
	２．運営に関する提案

	（5）ニーズ把握・活用、広報・宣伝企画（A4判 1枚以内）

	◆ ニーズ把握・活用、広報・宣伝企画に関する考え方を記載してください。
なお、以下に示す内容は必ず提案してください。
また、提案した事項について、可能な限り提案理由を記載してください。

・持続可能な公園運営を行うための、DX技術等を活用した来園者ニーズの把握・反映策および効果的な広報・宣伝企画（ターゲット、媒体等）の考え方について




（様式25-6①）
	２．運営に関する提案

	（6）自主提案事業①（A4判 枚数適宜）

	◆ 自主提案事業に関する考え方を記載してください。
なお、以下に示す内容は必ず提案してください。
また、提案した事項について、可能な限り提案理由を記載してください。

・利用促進や利用者の拡大に繋がる自主提案事業について
※自主提案事業を実施する構成員を明記してください。




（様式25-6②）
	２．運営に関する提案

	（6）自主提案事業②（A3判 枚数適宜）

	◆ 自主提案事業に係る収支計画書を作成してください。
様式は様式25-5②（Excel）を参照してください。Excel様式のみの提出で可とします。




（様式25-6②）
	２．運営に関する提案

	（6）自主提案事業②（A3判 枚数適宜）

	[image: ]様式見本。別途、奈良県ホームページからExcelファイルをダウンロードして入力してください。



	／





（様式26-1）
	３．維持管理に関する提案

	（1）維持管理業務実施方針（A4判 1枚以内）

	◆ 維持管理業務の実施方針として、以下の内容・項目について簡潔かつ具体的に記述してください。

①維持管理業務遂行の基本方針
②維持管理業務の実施体制（実施体制図及び通常時・緊急時の対応（連絡体制・連絡方法・対処方法等））
③維持管理業務担当者の配置（下表を参考とし適宜記入してください。）
	役職
	人数
	資格及び経験

	維持管理業務責任者
	
	

	業務担当者（　分野名　）
	
	

	　　〃　　（　　　　　）
	
	

	　　〃　　（　　　　　）
	
	

	　　〃　　（　　　　　）
	
	

	　　〃　　（　　　　　）
	
	







（様式26-2）
	３．維持管理に関する提案

	（2）公園全体の施設管理方針（A4判 2枚以内）

	◆ 施設・設備の保守管理及び修繕に関する考え方を記載してください。
なお、以下に示す内容は必ず提案してください。（提案書の記載も①②の順とすること）
また、提案した事項について、可能な限り提案理由を記載してください。

①安全に施設を利用するための、施設・設備の劣化状況等の確認、保守管理及び修繕に関する考え方について
②品質の低下を防ぐだけではなく、品質を継続的に高度化させるような仕組み・取り組みについて
③快適に施設を利用するための、清掃・環境衛生管理及び警備に関する考え方について




	／





（様式27）

まほろば健康パーク整備運営事業
価格提案書（表紙・目次）

１．価格提案書	　頁 / 総頁
（1）価格提案書
２．見積書	　頁 / 総頁
（1）運営費見積書
（2）維持管理費見積書



　受付番号：

（様式28）
	１．価格提案書

	（1）価格提案書（A4判 1枚以内）

	
〇提案価格（消費税及び地方消費税相当額を除く）
	金　額
	
	
	十億
	
	
	百万
	
	
	千
	
	
	円



〇提案価格（消費税及び地方消費税相当額を含む）
	金　額
	
	
	十億
	
	
	百万
	
	
	千
	
	
	円



※1：提案価格（消費税及び地方消費税相当額を含む）は、様式24-3②の「サービス対価B（運営費）」及び「サービス対価C（維持管理費）」の合計となります。
※2：様式24-3②、24-3④、29-1、29-2と整合させてください。




（様式29-1）
	２．見積書

	（1）運営費見積書（A3判 枚数適宜）

	◆ 様式29-1（Excel）を参照してください。
なお、本様式はExcel様式のみの提出で可とします。


	／






（様式29-1　Excel様式見本）
	２．見積書

	（1）運営費見積書（A3判 枚数適宜）

	[image: ]様式見本。別途、奈良県ホームページからExcelファイルをダウンロードして入力してください。




（様式29-2）
	２．見積書

	（2）維持管理費見積書（A3判 枚数適宜）

	◆ 様式29-2（Excel）を参照してください。
なお、本様式はExcel様式のみの提出で可とします。




（様式29-2）
	２．見積書

	（2）維持管理費見積書（A3判 枚数適宜）

	[image: ]様式見本。別途、奈良県ホームページからExcelファイルをダウンロードして入力してください。



	／





（様式30）
[image: ]
様式見本。別途、奈良県ホームページからExcelファイルをダウンロードして入力してください。

（様式31）
[image: ]
様式見本。別途、奈良県ホームページからExcelファイルをダウンロードして入力してください。

（様式32）
[image: ]様式見本。別途、奈良県ホームページからExcelファイルをダウンロードして入力してください。



（様式33）
[image: ]
様式見本。別途、奈良県ホームページからExcelファイルをダウンロードして入力してください。

（様式34）
[image: ]
様式見本。別途、奈良県ホームページからExcelファイルをダウンロードして入力してください。

（様式35）
[image: ]様式見本。別途、奈良県ホームページからExcelファイルをダウンロードして入力してください。
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令和　　年　　月　　日

資料名 頁 章 節 項 (1) 1) 項目名 質問事項

例 募集要項 20 1 2 5 (1) 2) ●●●●

「募集要項　4頁　1.2.5.（1）2）｣の内容についての質

問がある場合には、左記のように記入してください。

1

2

3

4

5

・質問が多い場合、行を適宜追加すること。

・行の追加及び行の高さの変更以外、セルの結合等の表の書式の変更を行わないこと。

メールアドレス



＜募集要項等に関する質問＞

※記入上の注意

・同じ内容の質問を異なる資料・箇所に対して行う場合にも、別の質問として記入すること。

担当者所属・役職



担当者氏名



電話番号



募集要項等に関する質問書

　「まほろば健康パーク整備運営事業」に関する募集要項等について、次のとおり質問がありますので提出しま

す。

企業名



住所



　奈良県知事　山下　真　　殿


image2.emf
※１：　提案内容の列には、要求水準を上回っている内容を中心に記載すること。

※２：　提案書において要求水準を満たしていることが明確に確認できる箇所がない場合、又は要求水準と同程度の場合は、「提案内容」の列に「要求水準書のとおり」と記載すること。

※３：　要求水準は、表等を一部省略しているため、詳細は「要求水準書」を確認すること。

要求水準 様式 提案内容

維持管理業務は、事業開始から事業期間終了までの間、本書及び事業契約書

等に基づき、施設等の機能及び性能等を適正な状態に保ち、利用者が安全か

つ快適に利用できる品質、水準等を保持することを目的とする。

維持管理業務の実施にあたっては、予防保全を基本とし、施設等の運営に対

応した維持管理を行うとともに、創意工夫や経験、ノウハウを活かして、効

果的かつ効率的に業務を遂行すること。また、施設利用者への配慮を図りな

がら、環境負荷の抑制や省資源・省エネルギーに最大限努めることにより、

ライフサイクルコストの削減を実現すること。なお、事業期間中に都市公園

台帳の記載内容に変更が生じた場合は速やかにこれを訂正し、その写しを県

に提出すること。

ア 建築物保守管理業務

イ 建築設備保守管理業務

ウ 遊戯施設保守管理業務

エ 園路・広場等保守管理業務

オ 什器・備品保守管理業務

カ 清掃業務

キ 植栽維持管理業務

ク 警備業務

ケ 環境衛生管理業務

コ 修繕業務

サ 駐車場及び駐輪場管理業務

シ 長期修繕計画作成業務

ス その他維持管理において必要な業務

維持管理業務の期間は、本公園の供用開始から事業期間終了までとする。

ア事業者は、維持管理業務の全体を総合的に把握し、調整を行う維持管理

業務責任者を定め、業務の開始前に県に届け出ること。維持管理業務責任者

を変更した場合も同様とする。

イ維持管理業務責任者は専任かつ常駐とし（ただし、統括責任者との兼務

は可能とする）、その不在時においても、各業務が円滑に実施されるよう、

必要な支援体制を構築すること。

ウ維持管理業務責任者は、責任者としての資質と維持管理業務の業務経験

及び業務実施に必要な知識、能力を有する者を配置すること。

エ維持管理業務責任者は、各維持管理業務の業務担当者が業務を円滑に遂

行し、法令を遵守するよう管理監督するとともに、必要に応じて指導するこ

と。

オ維持管理業務責任者と各維持管理業務の業務担当者の兼務は可能とする

が、業務の適切な履行を図る責任体制を構築すること。

カ維持管理業務責任者は、各維持管理業務の履行状況を明確に把握し、維

持管理の質が常に要求水準を満足できているかを管理できる体制を構築し、

機能させること。

ア業務を行う者は、各施設の設置目的を理解し、業務内容に応じ、同種の

維持管理業務の経験と必要な知識及び技能を有する者とし、法令等により資

格を必要とする業務については、有資格者を選任し、配置すること。

イ 効果的・効率的な維持管理が行える最適な人員を配置すること。

ウ配置する人員の配置計画や業務形態は、労働基準法や関係法令を遵守

し、かつ施設の維持管理に支障がないようにすること。

エ電気主任技術者、建築物環境衛生管理技術者、防火管理者、その他各施

設の施設・設備の管理に必要な技術者（有資格者）を選任し、関係法令上の

必要な届出を行うこと。

オ 配置する人員に対する必要な研修を行うこと。

カ事業者は配置人員に関する名簿を事前に県に届け出て、県の承諾を得る

こと。また、人員に変更があった場合も同様とする。

ア事業者は、維持管理業務の実施に先立ち、維持管理業務計画書（当該業

務計画書に付随する書類を含む。以下同様）を維持管理業務開始の１か月前

までに県に届け出て、県の承諾を受けること。

イ次年度以降は、年度ごとに年度開始の１か月前までに維持管理業務計画

書を提出し、当該年度開始前に県の承諾を受けること。ただし、施設を再整

備又は新設する場合は、当該施設の供用開始３か月前までに、必要に応じて

維持管理業務計画書に追記・修正し県に届け出て、県の承諾を受けること。

ウ維持管理業務計画書の内容を変更する場合は、事前に県に届け出て、県

の承諾を受けること。

ア事業者は、施設の維持管理業務の開始の１か月前までに、本書及び自ら

の提案内容に基づき、維持管理業務の遂行に必要な事項を記載した「維持管

理業務仕様書」を県に提出し、県の承諾を受けること。

イ維持管理業務仕様書の内容を変更する場合は、事前に県に届け出て、県

の承諾を受けること。

ア関係法令上の必要な報告書、点検記録等を作成し、保管すること。関係

省庁への提出等が必要なものは所定の手続きを行い、その副本を保管するこ

と。

イ事業者は、維持管理業務報告書（当該業務報告書に付随する書類を含

む。以下同様）を作成し、県に提出すること。なお、主な報告事項は次に示

すとおりとするが、詳細は県と事業者との協議により決定する。

（ア）日報

事業者は、業務報告書（日報）を作成し適切に保管すること。また、県の要

請に応じて提出すること。

（イ）月報

事業者は、勤務状況、点検・保守・清掃状況、施設及び設備の故障、更新・

修繕記録その他必要な事項を含む月ごとの業務報告書（月報）を作成し、翌

月20 日までに県に提出すること。

（ウ）四半期報

事業者は、勤務状況、点検・保守・清掃状況、施設及び設備の故障、更新・

修繕記録その他必要な事項を含む四半期ごとの業務報告書（四半期報）を作

成し、それぞれ７月、10月、１月及び４月末日までに県に提出すること。

（エ）年度総括報

事業者は、勤務状況、点検・保守・清掃状況、施設及び設備の故障、更新・

修繕記録その他必要な事項について記載した年度ごとの業務報告書（年度総

括報）を作成し、各年度の業務終了後４月末日までに県に提出すること。

本事業で管理する建築物について、適切な維持管理計画に基づき、点検、保

守、修繕及び更新等を実施すること。

ア 適正な性能、機能及び美観が維持できる状態に保つこと。

イ 部材の劣化、破損、腐食、変形等について調査・診断・判定を行い、迅

速に修繕等を行い、適正な性能及び機能、美観が発揮できる状態に保つこ

と。

ウ 金属部の錆、結露、カビの発生を防止すること。

エ 開閉・施錠装置、自動扉等が正常に作動する状態を保つこと。

オ 建築物内外の通行等を妨げず、運営業務に支障をきたさないこと。

カ 建築物において重大な破損、火災、事故等が発生し、緊急に対処する必

要が生じた場合の被害拡大防止に備えること。

キ クレーム、要望、情報提供等に対し、迅速な判断により対処する。ま

た、クレーム等発生には現場調査、初期対応等の措置を行うこと。

（3）業務報告書

4.2．維持管理業務内容及び要求水準

4.2.1．建築物保守管理業務

（1）業務内容

（2）要求水準

4.1.5．報告事項

4.1.3．対象期間

4.1.4．実施体制

（1）維持管理業務責任者

（2）業務担当者

（1）業務計画書

（2）業務仕様書

項目

4.1.1．維持管理基本方針

4.1.2．対象業務

4．維持管理業務

4.1．維持管理業務総則


image3.emf
（単位：千円）

R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27

収入 合計（A）

サービス対価B（運営費）

サービス対価B-1（開業準備）

サービス対価B-2（運営）

サービス対価B-3（ユーティリティ）

サービス対価C（維持管理費）

サービス対価C（維持管理）

利用料金収入

利用料金収入（総額）

遊具、什器備品等費への充当額（▲）

支出 合計（B）

運営費用

拡張整備エリア

既存公園エリア

維持管理費用

拡張整備エリア

既存公園エリア

その他費用

統括管理費用

SPC管理費用

・・・

当期利益（A-B）

1　本様式外で算出根拠を記載したもの以外の項目については、余白に算出根拠を簡略に明記してください。

2　提出の際の本様式の書式は原則A3横書きとします。

3　消費税は含めて算定してください。

4　可能な範囲で詳細に記入し、項目の追加・削除・変更が必要な場合には適宜行ってください。

5　サービス対価は、物価上昇を見込まない金額としてください。実際の支払においては、事業契約書（案）に定める方法により、物価上昇率等を勘案して改正します。

6　利用料金収入は、総額から遊具、什器備品費等（事業者負担分）を、拡張整備エリアの維持管理・運営期間にわたり平準化した額を控除した額としてください。

7　統括管理費用、SPC管理費用は、維持管理・運営段階で発生するものとしてください。

8　付帯事業に係る収支は含まないでください（様式25-5②にて提案してください）。

9　全ての提案書における内容及び数値について整合を保つよう注意してください。ただし、本様式の表示は千円単位としてください。

10 発生主義として計算してください。



事業期間累計 項目


image4.emf
（単位：円）

子ども 大人 65歳以上 障害者 県・各種団体 事業者

大屋根広場エリア

大屋根広場

屋内遊戯場

アウトドアエリア

キャンプサイト

オートキャンプ場

樹林エリア

フィールドアスレチック

スイムピア奈良

25ｍ屋内国内基準競泳プール

50ｍ国内基準競泳プール

歩行用プール

ジャグジー

トレーニングジム

フィットネススタジオ

ファミリープール

レクリエーションプール

球技エリア

テニスコート

軟式野球場

備考　1 A3横版（枚数任意）で作成してください。

　　　2 1人当たりの利用料金を円単位で記載してください。

　　　3 項目については、必要に応じ細分化、又は追加しても構いませんが、表中の黄色のセルについては、原則として内容等を変更しないでください。

　　　4 消費税を含めて記載してください。

　　　5 セット料金、会員制、割引制等を提案する場合には、書式を工夫して分かりやすく記載してください。

セット料金、会員制、割引制等



利用施設

個人利用

団体利用

専用利用

設定根拠


image5.emf
（単位：千円）

子ども 大人 65歳以上 障害者 県・各種団体 事業者

大屋根広場エリア

人（組）

千円

人（組）

千円

アウトドアエリア

人（組）

千円

人（組）

千円

樹林エリア

人（組）

千円

スイムピア奈良

人（組）

千円

人（組）

千円

人（組）

千円

人（組）

千円

人（組）

千円

人（組）

千円

ファミリープール

人（組）

千円

球技エリア

人（組）

千円

人（組）

千円

人（組）

千円

備考　1 A3横版（枚数任意）で作成してください。

　　　2 年間の想定利用人数を記載してください。

　　　3 設定に用いたデータや算定方法等、可能な限り具体的に説明してください。

　　　4 項目については、必要に応じ細分化、又は追加しても構いません。

　　　5 消費税を含めて記載してください。

レクリエーションプール

テニスコート

軟式野球場

合計

大屋根広場

キャンプサイト

オートキャンプ場

フィールドアスレチック

25ｍ屋内国内基準競泳プール

50ｍ国内基準競泳プール

屋内遊戯場

歩行用プール

ジャグジー

トレーニングジム

フィットネススタジオ

利用施設

個人利用

団体利用

専用利用

設定根拠
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（単位：千円）

2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045

収入

●●事業

例：●●収入

例：●●収入

●●事業

例：●●収入

例：●●収入

●●事業

例：●●収入

例：●●収入

収入合計（A）

支出

●●事業

事業用地に係る使用料

例：●●費用

●●事業

事業用地に係る使用料

例：●●費用

●●事業

事業用地に係る使用料

例：●●費用

支出合計（B）

当期利益（A-B）

1　本様式外で算出根拠を記載したもの以外の項目については、余白に算出根拠を簡略に明記してください。

2　提出の際の本様式の書式は原則A3横書きとします。

3　消費税は含めて算定してください。

4　可能な範囲で詳細に記入し、項目の追加・削除・変更が必要な場合には適宜行ってください。

5　物価上昇を見込まない金額としてください。

6　発生主義として計算してください。

項目



事業期間累計
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（単位：千円）

R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27

1.開業準備業務

人件費

諸経費

その他

開業準備業務小計

2.利用受付等業務

人件費

諸経費

その他

利用受付等業務小計

3.利用料金徴収業務

人件費

諸経費

その他

利用料金徴収業務小計

4.巡回管理等業務

人件費

諸経費

その他

巡回管理等業務小計

5.遊びの支援業務

人件費

諸経費

その他

遊びの支援業務小計

6.イベント・プログラム運営業務

人件費

諸経費

その他

イベント・プログラム運営業務小計

7.プールの監視業務

人件費

諸経費

その他

プールの監視業務小計

8.プール等の水質管理業務

人件費

諸経費

その他

プール等の水質管理業務小計

9.広報業務

人件費

諸経費

その他

広報業務小計

10.光熱水費

電気代

ガス代

上下水道代

光熱水費小計

11.保険料

保険料小計

中　計

消費税相当額

合　計

備考　1 費目は必要に応じて追加してください。

　　　2 消費税率については、10％を用いてください。

　　　3 付帯事業に係る費用は計上しないでください。

費目 事業期間合計見積額 積算根拠

事業年度
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（単位：千円）

R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27

1.建築物保守管理業務

人件費

諸経費

その他

建築物保守管理業務小計

2.建築設備保守管理業務

人件費

諸経費

その他

建築設備保守管理業務小計

3.遊戯施設保守管理業務

人件費

諸経費

その他

遊戯施設等保守管理業務小計

4.園路・広場等保守管理業務

人件費

諸経費

その他

園路・広場等保守管理業務小計

5.什器・備品等保守管理業務

人件費

諸経費

その他

什器・備品等保守管理業務小計

6.清掃業務

人件費

諸経費

その他

清掃業務小計

7.植栽維持管理業務

人件費

諸経費

その他

植栽維持管理業務小計

8.警備業務

人件費

諸経費

その他

警備業務小計

9.環境衛生管理業務

人件費

諸経費

その他

環境衛生管理業務小計

10.修繕業務

人件費

諸経費

その他

修繕業務小計

11.駐車場及び駐輪場管理業務

人件費

諸経費

その他

駐車場及び駐輪場管理業務小計

12.長期修繕計画作成業務

人件費

諸経費

その他

長期修繕計画作成業務小計

13.保険料

保険料小計

中　計

消費税相当額

合　計

備考　1 費目は必要に応じて追加してください。

　　　2 光熱水費は含まないでください。（様式29-1で計上してください）

　　　3 消費税率については、10％を用いてください。

費目 事業期間合計見積額 積算根拠

年間費用見積額
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事業名：まほろば健康パーク整備運営事業

商号又は名称：

コース

必要の

有無

１

奈良県社員・シャイン職場づくり推

進企業登録の有無

有　・　無  登録証書の写し 枚

有　・　無

 ・【なら女性活躍推進倶楽部】

　登録証書の写し

枚

有　・　無

・【えるぼし、プラチナえるぼし、トライくるみん、くるみん、プラチナくる

みん】

　認定通知書の写し

枚

有　・　無

 ・【一般事業主行動計画の策定】

　国へ提出した一般事業主行動計画策定届の写し

枚

有　・　無

 ・【法定事業者】

　 国へ提出した直近の「障害者雇用状況報告書」の写し

枚

有　・　無

 ・【法定外事業者】

　障害者雇用状況報告書（第１号様式）

枚

有　・　無

 ・【障害者職場実習】

　障害者の職場実習実施日、支援機関等が確認できる書類

（障害者職場実習実施に関する証明書（様式32）又は受入にあたり支援機関等

が作成した依頼文書、業務日報（作成者を明らかにしたもの）等の写し）

枚

有　・　無

 ・【障害者就労施設等への発注】

　発注実績報告書（様式33）及び添付書類（契約書、納品書、請求書、領収書

等の写し）

枚

４保護観察対象者等の雇用の状況 有　・　無  ・保護観察対象者等雇用に関する証明書（様式34） 枚

５環境に配慮した事業活動の状況 有　・　無

 ・【ISO14001、エコアクション21、KES、エコステージ】

　登録証又は認証書の写し

枚

６人権意識の向上に係る取組の状況 有　・　無

 ・【自社の従業員を受講対象とする人権研修の実施の有無】

　様式35及び添付書類（様式35に記載する添付書類）

枚

　

　

【

総

合

力

評

価

コ

ー

ス

】

７奈良県SDGs企業認証の有無 有　・　無

・奈良県SDGs企業認証書の写し



及び



・指定条件①及び指定条件②の取組が確認できる書類（※）

枚

（※）

指定条件①及び指定条件②の取組が確認できる書類とは次のとおり。



　指定条件①「労働環境の整備」の取組（次のうち１つ以上）

　 -1 奈良県社員・シャイン職場づくり推進企業の登録 ： 奈良県社員・シャイン職場づくり推進企業登録証書の写し（３年毎更新）

 　-2 えるぼし、プラチナえるぼし、トライくるみん、くるみん、プラチナくるみんのいずれかの認定 ： 認定通知書の写し

 　-3 女性活躍推進法又は次世代育成支援対策法に基づく一般事業主行動計画の策定 ： 一般事業主行動計画策定届の写し（労働局に届出を行ったもの）



　指定条件②「雇用機会の拡充」の取組（次のうち１つ以上）

 　-1 障害者雇用率［法定事業者］法定雇用率以上 ： 障害者雇用状況報告書直近報告分の写し（毎年６月１日現在の状況を労働局に報告）

　　 　障害者雇用率［その他事業者］障害者の雇用あり ： 第１号様式

 　-2 更生保護法48条の保護観察中の者、又は同法85条の更生緊急保護中の者の雇用 ： 様式34

障害者の雇用及びその促進に向けた

取組の状況

評価項目算定資料一覧表

分　　類 評　価　項　目 提　　出　　書　　類

社会的評価

　【標準配点コース】又は【総合力評価コース】のいずれか一つを選択し、該当するコースの□にチェックを入れてください。

　（該当しない場合は記入不要です。）

【

標

準

配

点

コ

ー

ス

】

２

女性の活躍及び仕事と子育ての両立

に係る取組の状況

３

□

□
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労働者の雇用状況

人 人 人

人 人 人

※記載要領

障害者とは

１年を超えて雇用される見込みがあること、又は１年を超えて雇用されていること。

　　・原則として身体障害者手帳の等級が１級から６級とされる「身体障害者」の方。

のいずれか

に該当し、

　　・障害者職業センター等により知的障害者と判定された「知的障害者」の方。

　　・精神保健福祉手帳の交付を受けている「精神障害者」の方。

精神障害者人数

　　・募集開始日直前の６月１日現在で作成してください。

　　・ 「常用雇用労働者」とは、１週間の所定労働時間が30時間以上の方。

　　・ 「短時間労働者」とは、１週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満の方。

精神障害者人数

短時間労働者人数

(総数）



人

うち障害者人数



人 内訳

身体障害者人数 知的障害者人数

うち障害者人数



人 内訳

身体障害者人数 知的障害者人数

障 害 者 雇 用 状 況 報 告 書

（国への報告義務のない事業者用）

事業者名



 　　　年　６月１日現在

常用雇用労働者人数

(総数）



人
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　 　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

申　　請　　者

所在地又は住所

商号又は名称

代表者職氏名 　　印

※以下は、実習生の所属する特別支援学校、就労移行支援事業所、就労継続支援事業所及び

障害者就業・生活支援センターにおいて記入

　　　　年　　月　　日

団体名

代表者名 印

　 上記のとおり相違ないことを証明します。



年　　月　　日から　　　年　　月　　日　（　　日

間）

名

障害者職場実習実施に係る証明書

実施期間

受入人数



　　年　　月　　日

記

実施事業所名又は所属名
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　○対象期間：　　　年　　月　　日から　　　年　　月　　日まで（募集開始日の前日以前１年の間）

400,000 ○年○月○日

支払未済

（契約履行中）

50,000 ○年○月○日 ○年○月○日

2,000 ○年○月○日 ○年○月○日

452,000

 （注）  

１　上表は、支出先毎に分類して記載すること。

　　区分　「障害者支援施設」、「地域活動支援センター」、「障害福祉サービス事業を行う施設」、「小規模作業所」

          「特例子会社」、「重度障害者多数雇用事業所」、「在宅就業障害者」、「在宅就業支援団体」、「共同受注窓口」

    なお、該当する施設区分が不明である場合、発注先に確認すること。

８　「⑤の支払日」欄：契約履行中又は支払期限未到来により支払未済の場合は、その旨を記載すること。

９　上表の記載事項の根拠となる書面の写しを添付すること。（契約書、納品書、請求書、領収書等の写し）

上表に記載した事項は、事実と相違がないことを誓約します。

　　　　年　　月　　日

７　「④の発注日」欄：対象期間内の年月日を記載。

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

計

２　「発注先の障害者就労施設等の運営者の名称 ①」欄：障害者就労施設等を運営する法人の名称を記載。

３　「①の法人が運営する発注先の施設・事業所等の名称 ②」欄：①の法人が運営する施設又は事業所等の名称を記載。

４　「②の事業所等の施設区分 ③」欄：次の９つから施設区分を記載。

５　「発注した物品又は業務の内容 ④」欄：②の施設・事業所等へ発注した物品又は業務の内容を全て箇条書きで記載。

６　「④の発注金額 ⑤」欄：④で記載したものに係る発注金額を記載。



一般社団法人△△会 △△事業所

小規模作業所

名刺の作成



社会福祉法人□□会 □□事業所

障害者支援施設

○○に係る業務委託

社会福祉法人□□会 □□事業所

障害者支援施設

チラシの作成

発　注　実　績　報　告　書

　対象の障害者就労施設等へ物品調達、業務委託等を発注した実績を下表のとおり報告します。

発注先の障害者就労

施設等の運営者の名称

①

①の法人が運営する

発注先の施設・

事業所等の名称

②

②の事業所等

の施設区分

③

発注した物品又は

業務の内容

 ④

④の

発注金額

（円)

⑤

④の発注日 ⑤の支払日
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　 奈良保護観察所長　殿

申　　請　　者

所在地又は住所

商号又は名称

代表者職氏名 　　印

　　　　年　　月　　日

奈良保護観察所長　　　　印

　※作成要領

２　奈良保護観察所は証明書を事業者に返送します。

３　事業者は、証明書を県の契約担当課等へ提出します。

添付書類：対象者の氏名・生年月日の判るもの　及び、上記期間における雇用を証明する資料

　　　　　　（雇用契約書の写し、賃金台帳の写し、出勤簿の写し等）



　 上記のとおり相違ないことを証明します。

１　事業者は、「保護観察対象者等雇用に関する証明書」に必要事項を記入し、添付書類及び

返信用封筒（切手貼付）を付け、奈良保護観察所（〒630－8213　奈良市登大路町１－１）へ

証明を依頼をします。

登録した保護観察所名



保護観察所

　　　　　年　　月　　日

から

　　　　　年　　月　　日

の間に雇用した者

　　　保護観察の対象者　　　　　　　　　名

　　　更生緊急保護の対象者　　　　　　名

保護観察対象者等雇用に関する証明書

　　　　年　　月　　日

記

協力雇用主の登録の有無 有　　　　　　　　無

募集公告日の前日までの登録の有無 募集公告日の前年度４月１日から公告日前日まで

県の契約担当担当課等が入力します
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事業者名

実施日時 　　月　　　日　（　　）　　　時　　　分　～　　　　時　　　分

研修の名称

研修の目的

研修テーマ

講師

研修方法

（講演・講義方式、グループ討議

方式、e-ラーニング方式等）

受講対象者

受講人数

受講者の感想

（主なもの）

添付する資料

（以下添付資料①～⑤のうち今回提出す

るものに○を）

①　　　・　　　②　　　・　　　③　　　・　　　④　　　・　　　⑤

研修資料の入手先

（以下「該当要件」①及び③に

該当する場合）

記入者名及び連絡先

（記入内容についての

問い合わせに対応できる方の

名前及び連絡先）

（参考）該当要件

　　当該研修が人権問題テーマを取り扱った研修であることを明示しているものであって、かつ、以下の場合を対象とする。

　　①　公共機関等及びその他団体が配付又は貸出を行っている資料（冊子・DVD等）を用いて自社の従業員に研修を実施した場合

　　②　公共機関等及びその他団体から講師の派遣を受け自社の従業員に研修を実施した場合

　　③　公共機関等及びその他団体が実施する研修又は講座に参加し、当該研修又は講座の資料を用いて、自社の従業員に研修を実施した場合

　　＊　公共機関等とは、国、地方公共団体、教育委員会、公益法人（公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第２条第３号に

　　　規定する法人）とする。

※ 添付資料（①～⑤）　

　　②　上記「該当要件」①に該当

　　　　 する場合

当該冊子・DVD等の表紙・目次の写し

　  ③　上記「該当要件」③に該当

          する場合

当該公共機関等及びその他団体実施の研修又は講座に参加したことが確認できる書類の写し

 （研修資料次第、参加証、領収証　等）

    ④　上記「該当要件」①～③に

          該当するもののうち、その

          他団体に該当する場合

・当該団体が人権教育、人権啓発又は人権相談・支援を行っている団体であることが確認できる書類の

  写し  （設置要綱、総会資料、パンフレット、団体ホームページ掲載資料　等）



・当該団体が公共機関等から委託・後援・協力を受け、又は公共機関等と協働・共催して事業を実施

  していることが確認できる書類の写し

　　⑤　集合研修の場合 自社内での研修実施状況が分かる写真

　　　　 e-ラーニング等、集合研修

　　　　 によらない場合

自社内での研修受講案内の写し

人権研修実施報告書

　　＊　その他団体とは、公共機関等の定義に該当しないものであって、人権教育、人権啓発又は人権相談・支援を行っている団体であり、

　　  かつ、公共機関等から委託・後援・協力を受け又は公共機関等と協働・共催して事業を実施していることが確認できる団体とする。

　　①　自社内で実施した人権研修レジュメ（人権問題テーマを取り扱った研修であることが確認できるものであること）


